
政
令
第

号

社
債
等
登
録
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
社
債
等
登
録
法
（
昭
和
十
七
年
法
律
第
十
一
号
）
第
十
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

社
債
等
登
録
法
施
行
令
（
昭
和
十
七
年
勅
令
第
四
百
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
中
「
三
週
間
」
の
下
に
「
（
毎
月
一
回
以
上
社
債
ノ
償
還
又
ハ
利
息
ノ
支
払
ノ
期
日
ガ
到
来
ス
ル
社
債
ニ
付
テ
ハ
二

週
間
）
」
を
加
え
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
政
令
は
、
平
成
十
五
年
一
月
六
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
政
令
の
施
行
の
日
前
に
発
行
さ
れ
た
社
債
（
改
正
前
の
社
債
等
登
録
法
施
行
令
（
以
下
「
旧
令
」
と
い
う
。
）

第
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
旧
令
が
準
用
さ
れ
る
地
方
債
、
特
別
の
法
令
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
で
あ
っ
て
会
社
で
な
い

も
の
が
発
行
す
る
債
券
及
び
外
国
又
は
外
国
法
人
が
発
行
す
る
公
債
又
は
社
債
を
含
む
。
）
で
あ
っ
て
こ
の
政
令
の
施
行
の

１



際
に
主
務
大
臣
が
指
定
す
る
も
の
の
登
録
の
請
求
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
指
定
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
指
定
し
た
社
債
の
名
称
（
旧
令
第
二
十
一
条
第
一
号
（
旧
令
第
十
二

条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
社
債
の
名
称
を
い
う
。
）
を
官
報
で
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
主
務
大
臣
）

第
三
条

前
条
に
お
い
て
、
主
務
大
臣
は
、
内
閣
総
理
大
臣
及
び
法
務
大
臣
と
す
る
。

（
権
限
の
委
任
）

第
四
条

内
閣
総
理
大
臣
は
、
附
則
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
権
限
を
金
融
庁
長
官
に
委
任
す
る
。

２


